
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

企業的園芸支援事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画 ○ H27 5 105,400 105,400 ○

収益性の高い水田農業経営確立支援事業 継続 政策的経費 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画 ○ ○ H29 3 205,908 16,000 189,908 ○ △ 2,211

スマート農業加速化実証プロジェクト事業 新規 政策的経費 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画 ○ ○ H31 1 127,552 1,620 125,932

園芸産地総合支援事業 継続 政策的経費 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画 ○ ○ Ｈ22 10 78,040 78,040 ○ △ 7,588

ふくい薬膳推進事業 継続 政策的経費 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画 ○ ○ H29 3 2,128 2,128 ○

自然光利用型の連棟ハウス整備事業 継続 政策的経費 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画 ○ H25 7 147,000 112,500 34,500 ○

若手農業者園芸リースハウス整備事業 継続 政策的経費 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画 ○ Ｈ29 3 96,600 80,500 16,100 ○

水田を活用した園芸生産拡大事業 継続 政策的経費 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画 ○ H30 2 175,600 152,280 23,320 ○

若狭牛・高能力乳牛導入支援事業 継続 政策的経費 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画 ○ H27 5 2,938 2,938 ○ △ 23,734

オール畜産物ブランドＰＲ強化事業 継続 政策的経費 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画 ○ H26 6 600 600 ○ △ 3,146

5 9 941,766 365,028 125,932 450,806 5 4 △ 36,679

平成３０年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 生産振興課 （単位：千円）

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

平成
３１年度
予算額

 財源内訳



課長名

■ □ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

企業的園芸支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 農業法人、一般法人
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 2/10～1/2 法 定 受 託 事務 そ の 他

〕
政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　　　本県の園芸生産を拡大するため、新たに企業的農業経営を行う農業法人や一般法人に対して助成し、本県農業の活性化を推進する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な産業
関連する県の計画等 〔 ふくいの農業基本計画

　　　農業法人等が企業的経営を確立するための経費（事業主体：農業法人、一般法人）
　　　　　　①企業的経営を確立するためのソフト事業（補助率1/2）
　　　　　　　・技術研修、マーケット調査、独自の商品開発　等
　　　　　　②企業的経営を確立するために必要な機械・施設等整備（補助率【一般型】1/2, 1/3, 2/10　【周年施設園芸型】2/10, 3/10）
　　　　　　　・栽培機械、施設　　　・出荷調整施設
　　　　　　　・農産物加工施設　　　・直売施設
　　　　　　　・用地取得、造成　　　　　　　　　　等

［受益者］ 農業法人、一般法人 ［想定される受益者数］ 21法人（23～26年度までの採択数13箇所＋27年度以降採択予定数8箇所(2箇所×4年)）

前事業の有無・実績 市町との連携状況 ・市町も県事業に連動した補助を実施

事業名 坂井丘陵企業的園芸拡大事業

・２９年度は坂井北部丘陵地で施設園芸に取り組む法人１社の規模
　拡大、小浜市に進出する植物工場を経営する法人１社を支援

・３０年度は坂井北部丘陵地で施設園芸に取り組む法人１社と、植
　物工場を新設する法人１社を支援

・新規採択の終了による減額
　（31年度当初は、30年度採択分のみ）

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

　　平成17年度～平成22年度に11法人を採択

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

- 1 -



課長名

■ □ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

461,661 272,715 392,310 344,116

250,203 34,169 245,458 231,575

243,113 33,579 226,462

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

746,888 902,612 902,612 1,108,000

(2) (2) (2) (2)

2 2 2 2

■ 無

□ 有

　

企業的園芸支援事業

部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業主体 農業法人、一般法人
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

105,400 105,400

2/10～1/2 法 定 受 託 事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 105,400

・新規採択の終了による減額
　（31年度当初は、30年度採択分のみ）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
当該事業採択企業（Ｈ23
以降分）の園芸産出額
（千円）

(目標)
当該事業による増加額　10.5億円（H22 0億円 → H35 10.5億円）

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

Ｈ27：一般法人に対する補助率、採択数の見直しによる減
Ｈ28：過去採択分の事業完了による減
Ｈ29：Ｈ27、Ｈ28採択事業の計画変更による増
Ｈ30：過去採択分の事業完了による減

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

【石川県】
　雇用拡大関連企業立地促進補助金
　・植物工場や食品製造工場設置に対する支援
　　　対　象：土地、家屋および償却資産の取得、
　　　　　　　県外からの移転費、電気施設設置費
　　　補助率：５％～２０％
　　　上　限：１０億円

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 事業採択数
(目標)

平成27年度～　採択数　年間2箇所

実績

- 2 -



課長名

■ ■ H29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 2,211

・H29：20組織（広域化・規模拡大）、 9組織（園芸導入）
・H30：17組織（広域化・規模拡大）、16組織（園芸導入）

・実績を踏まえた事業費の減額
・農業経営相談所の実施主体として県を追加

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

規模拡大や新たな組織化、園芸導入に必要な機械・施設等の整備について集
落営農組織等に対し支援することで、営農規模の拡大や園芸作付けの拡大を
促した。
【実績】　H26:25組織(水田関係)  17組織(園芸関係)
　        H27:23組織(水田関係)  29組織(園芸関係)
　        H28:21組織(水田関係)  30組織(園芸関係)

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　１　農業経営相談所の設置、専門家派遣等による経営力向上に対する支援（事業実施主体：農業経営相談所［事務局：農業再生協議会、県］）（補助率：定額）
　２　大規模化研修会の開催、経営計画作成、オペレーター育成指導等に対する支援（事業実施主体：ＪＡ福井県中央会）（補助率：１／２）
　３　小規模経営体をカバーし、40ha規模以上の営農の広域化を図るための機械装備に対する支援（補助率：１／３）
　４　40ha規模以上の経営に向け、10ha以上の規模拡大かつ園芸導入を図るための機械装備に対する支援＜新規育成含む＞（補助率：１／３）
　５　所得500万円の確保に向け、園芸生産に取り組むための機械整備に対する支援（補助率：１／３）
　６　規模拡大が困難な小規模経営体が営農を継続していくための機械装備に対する支援（補助率：１／６）

［受益者］ 集落営農組織等 ［想定される受益者数］ 66組織等（広域化、規模拡大）、40組織等（園芸転換）

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町も事業費の一部を負担をしてもらい事業を推進

事業名 水田農業大規模化・園芸導入事業

〕
政　　策  〔 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　　小規模経営体を含めた営農の広域化と規模拡大に併せた園芸導入を支援し、収益性の高い農業経営への転換を推進する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 ふくいの農業基本計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 31

事業主体 農業経営相談所、ＪＡ中央会、集落営農組織等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額、１／２、１／３ 法 定 受 託 事務 そ の 他

収益性の高い水田農業経営確立支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志
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課長名

■ ■ H29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

260,407 207,311

230,119 192,708

216,378

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(72.5) (75.0) (77.5) (80.0)

73.0 75.6 78.1

(1.4) (3.4) (5.3)

1.4

(20) (18)

20 17

(8) (16)

9 16

□ 無

■ 有

他県の状況

石川県
・農業機械施設整備支援事業
　　担い手の経営規模の拡大・複合化、園芸産地の生産力強化等に必
　　要な機械・施設の導入に対して支援(県:1/3以内)
富山県
・とやま型農業成長戦略チャレンジ事業
　　地域のモデルを目指して農業所得拡大に取り組む経営体の育成や
　　規模拡大のための農業用機械等の整備を支援(県:1/3以内)
・1億円産地づくり支援事業
　　大規模園芸産地づくりを促進するため、水田フル活用の推進や機
　　械・施設等整備に対して支援(補助率:1/3以内)

関連事業の有無・
役割分担

事業名 地域農業確立支援事業

（役割分担）

地域農業確立支援事業
　農地の集積・集約化を進めるため、農地の出し手への支援を行う。

事業実施主体数
（園芸導入組織）

(目標) (16)

実績

当該事業による増加額 5.3億円

実績

活動指標

事業実施主体数
（広域化・規模拡大組織）

(目標) (28)
H31：広域化 5組織等、規模拡大 23組織等

実績

成果指標

集落営農組織等への
農地集積率（％）

(目標) (80.0)
集落営農組織等への農地集積率 80%

実績

園芸産出額（億円）
(目標)

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 205,908

・実績を踏まえた事業費の減額
・農業経営相談所の実施主体として県を追加

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

205,908 16,000 189,908 農業経営法人化総合支援事業

定額、１／２、１／３ 法 定 受 託 事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業主体 農業経営相談所、ＪＡ中央会、集落営農組織等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

収益性の高い水田農業経営確立支援事業
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課長名

■ ■ H31 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

１　大規模経営実証（事業実施主体：コンソーシアム［事務局：県］）
　　九頭竜川下流地域の大規模経営体において、ロボットトラクタやドローン等のＩＣＴ農機や生産管理システム等を用いたスマート農業実証圃場を整備し、
　大規模経営への導入効果を実証

２　次世代営農体系の確立（事業実施主体：スマート農業推進協議会（仮称））
　　ロボットトラクタやドローンによる生育診断技術などのスマート農業を県内に普及するための検討や県域での実証試験、地域の農業者に対するＩＣＴ
　農業機械の実演会を実施

［受益者］ 認定農業者、農業法人、集落営農組織 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町もスマート農業推進協議会（仮称）に参加

事業名

〕
政　　策  〔 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　九頭竜川パイプラインエリアにおいて、ロボットトラクタやドローン等のＩＣＴ農機や生産管理システム等を用いて、大規模経営体への導入効果を実証する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な産業
関連する県の計画等 〔 ふくいの農業基本計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 H32

事業主体 コンソーシアム（事務局：県）、スマート農業推進協議会（仮称）

事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事務 そ の 他

スマート農業加速化実証プロジェクト事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志
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課長名

■ ■ H31 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

（諸）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
スマート農業大規模実証
経営体数

(目標) (1)
全国で50か所の採択を想定。本県において１か所採択を目指す

実績

成果指標
スマート農業大規模実証
経営体でのデータ収集

(目標) (1) 実証経営体において、生産コストの削減効果や収量向上効果を確認するためのデータを収
集

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 127,552

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

127,552 1,620 125,932 0
国　庫：持続的生産強化対策交付金
諸収入：スマート農業加速化実証プロジェクト事業

定額 法 定 受 託 事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業主体 コンソーシアム（事務局：県）、スマート農業推進協議会（仮称）

事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金

スマート農業加速化実証プロジェクト事業
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課長名

■ ■ Ｈ22 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 10 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

園芸産地総合支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 一部内 部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 H32

事業主体 県、営農集団、認定農業者、ＪＡ等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 県１／３ 法 定 受 託 事務 そ の 他

〕
政　　策  〔 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　営農集団等に対し、野菜や果樹、花きの産地育成に必要な機械、施設等整備と、ＪＡ等が契約栽培等のニーズに応じた産地づくりに必要な共同利用施設の整備に助
成し、園芸作物の生産を拡大する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な産業
関連する県の計画等 〔 ふくいの農業基本計画

【園芸産地育成】補助率１／３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【ネクストブランド園芸産地の育成】
　１　新たに施設園芸に取組む、または産地の核となる営農集団等が規模　　　　　　・産地の核となる企業的な経営体を育成するため、経営計画づくりを専門家を交えて
　　拡大に取組むための条件整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支援
　２　新たに加工・業務用野菜の露地園芸を行うための条件整備
　３　産地として生産や出荷期間の拡大に必要となる共同利用設備の整備
　４　新たに果樹生産に取組む場合や規模拡大を行う場合の条件整備
　５　新たに花き生産に取組む場合や規模拡大を行う場合の条件整備

［受益者］ 園芸を新たに取り組むまたは拡大する営農集団等 ［想定される受益者数］ 約210組織等

前事業の有無・実績 市町との連携状況 原則、市町も事業費の一部を補助し事業を実施する。

事業名

　新たに園芸生産に取組む営農集団等に効果的な支援を行い、生産
拡大に寄与しており、Ｈ28年度からＨ29年度については、当事業に
より園芸販売額が4.1億円増加した。

・実績を踏まえた事業費の減額

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 7,588
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課長名

■ ■ Ｈ22 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 10 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

99,439 89,495 94,414 85,874

99,439 89,495 123,866 66,753

94,400 83,175 89,526

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(9.7) (11.7) (15.4) (16.6)

9.6 11.2 15.3

(17) (19) (18) (18)

17 18 20 20

□ 無

■ 有

園芸産地総合支援事業

部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業主体 県、営農集団、認定農業者、ＪＡ等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 一部内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 H32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

78,040 78,040

県１／３ 法 定 受 託 事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 78,040

・実績を踏まえた事業費の減額２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 園芸生産額の増加額
(目標) (17.8)

当該事業による増加額　（Ｈ20 0億円 → Ｈ29年 15億円 → Ｈ32年 19億円）

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　Ｈ２７：ネクストブランド園芸産地育成事業の新規採択終了に伴う減額
　Ｈ２９：くだもの産地育成事業終了に伴い、一部メニューを本事業に追加したことに伴う増額
　　　　　平成２９年１０月の台風第２１号で倒壊したハウスの再整備支援のため、平成２９年度２月補正にて予算増額
　Ｈ３０：実績を踏まえた事業費の減額

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

【富山県】
・１億円産地づくり支援事業
　園芸産地の大規模化のため、ＪＡ等の施設整備や水田フル活用にむけた実証栽培へ支援
　補助率：1/3以内
・とやまの園芸規模拡大チャレンジ事業
　「１億円産地づくり支援事業」の対象とならない産地や品目において、生産者組織等の
　園芸部門の拡大や新規導入を支援
　補助率：1/3以内
【石川県】
・農業機械施設整備支援事業
　担い手の経営規模の拡大や複合化、園芸産地の生産力強化や実需者ニーズ対応等に
　必要な機械および施設の導入に対して支援　補助率：1/3以内

関連事業の有無・
役割分担

事業名 収益性の高い水田農業経営確立支援事業

（役割分担）

関連事業は、新たに園芸を導入する集落営農組織等の経営体を支援。
水田を活用した園芸であることが前提。

活動指標 事業実施主体数
(目標) (18)

Ｈ30年度実績は見込み

実績
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課長名

■ ■ H29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

・29年度は2市町（美浜町、高浜町）が薬膳料理等の普及支援を実施

・30年度は4市町（美浜町、高浜町、若狭町、小浜市）が事業を実施 ・3市町（高浜町、若狭町、福井市）が事業を実施予定

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

　検証圃による実証の結果、ゲンノショウコ、カワラヨモギ等が県全域で栽
培する作物としては有望であることが明らかとなり、栽培マニュアルを作成
した。

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　　○薬膳料理等の普及支援
　　　・地域等にあわせた個別コーディネート、加工品開発、ＰＲ支援
　　　　（実施主体：市町等　補助率 定額）

　　　・薬膳講習会の開催（年１回）、県ＨＰ等での定期的な情報提供
　　　　（実施主体：県）

［受益者］ 　薬用作物・薬膳料理に関心の高い市町等 ［想定される受益者数］ ２市町以上×３年

前事業の有無・実績 市町との連携状況 　薬用作物、薬膳に関心の高い市町と連携しながら事業を推進

事業名 いきいき里山特産品育成事業

〕
政　　策  〔 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　　国内産原料の需要が高まっている薬用作物の産地を育成するとともに、料理等への活用により地域活性化を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な産業
関連する県の計画等 〔 ふくいの農業基本計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 実行予算　補助 補 助 金 H31

事業主体 市町、県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事務 そ の 他

ふくい薬膳推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志
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課長名

■ ■ H29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

1,674 2,763

1,700 2,763

1,700

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(3) (3)

5 4

(2) (2)

2 4

■ 無

□ 有

他県の状況

【富山市】
　富山やくぜん普及推進事業（市実施）
　・富山やくぜん研修会
　・やくぜん料理教室

【鳥取県】
　薬用作物等生産振興対策事業
　・有望品目等の選定・試作　補助率1/2
　・有望品目の栽培技術確立・実証　補助率1/3
  ・加工技術確立・販路開拓　補助率1/3
　・情報共有・連携誘導（県実施）

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 事業実施主体数
(目標) (2)

　2市町/年

実績

成果指標 薬膳提供店舗数（店）
(目標) (3)

　H32目標　薬膳提供店舗数 計10店舗

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

事業実施市町
・H29：2市町（美浜町、高浜町）
・H30：4市町（美浜町、高浜町、若狭町、小浜市）

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 2,128

・3市町（高浜町、若狭町、福井市）が事業を実施予定２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

2,128 2,128 0 中山間地農業ルネッサンス推進事業交付金

定額 法 定 受 託 事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業主体 市町、県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 実行予算　補助 補 助 金

ふくい薬膳推進事業
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課長名

■ □ H25 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 7 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

・28年度は、青ネギとイチゴの生産開始。5市町でミディトマト等
　の大規模ハウスを整備。
・29年度は、5市町のミディトマト等の生産開始。小浜市でフルーツ
　トマト施設を整備。
・30年度は、3市町でフルーツトマト施設を整備。

・補助対象件数（3→1箇所）による予算額の減

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　　１　大規模ハウスの建設、栽培装置の導入
　　　　　補助率　 国１／２　 県１／１０ 　市町１／１０以上
　
　　２　経営初期の雇用支援
　　　　　１,０００千円／年を５年間

［受益者］ 大規模施設園芸生産者 ［想定される受益者数］ 17経営体（H31まで）

前事業の有無・実績 市町との連携状況
　市町も県と合わせて１／１０以上補助することにより県と協働
して事業を実施する。

事業名

〕
政　　策  〔 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　園芸産出額の拡大と農業経営の安定を図るため、周年栽培で雇用を取り入れた大規模な経営を行う自然光利用型連棟ハウスの整備に対し支援する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な産業
関連する県の計画等 〔 ふくいの農業基本計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国１／２、県１／１０、市町１／１０以上 法 定 受 託 事務 そ の 他

自然光利用型の連棟ハウス整備事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志
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課長名

■ □ H25 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 7 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

360,000 604,000 280,000 416,000

257,541 579,660 145,000 385,400

134,649 698,880 145,000

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

（2.6） （5.0） （7.4） （8.8）

2.2 4.3 7.5

（7） （12） （13） （16）

7 12 13

□ 無

■ 有

他県の状況

新潟県
　施設園芸次世代モデル創出事業
　園芸用ハウス養液栽培装置等の補助　補助率1/2

富山県
　競争力強化生産総合対策
　農産物処理加工施設、生産技術高度化施設、集出荷貯蔵施設整備
　補助率　1/2

関連事業の有無・
役割分担

事業名 若手農業者園芸リースハウス整備事業

（役割分担）

　　若手農業者等へリースする園芸ハウスによる施設園芸を支援

活動指標
大規模園芸ハウス
（箇所）

(目標) （17）
H31までに大規模ハウス17箇所（累計）

実績

成果指標
大規模園芸ハウス産出額
（億円）

(目標) （11.1）
大規模園芸ハウスによる産出額　H32 11.1億円

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

Ｈ27年　大規模ハウス整備数を3か所／年に増加
Ｈ28年　大規模ハウス整備数を5か所／年に増加
Ｈ29年　大規模ハウス2か所整備（実績1か所）
Ｈ30年　大規模ハウス3か所整備

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 147,000

・補助対象件数（3→1箇所）による予算額の減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

147,000 112,500 34,500 産地パワーアップ事業

国１／２、県１／１０、市町１／１０以上 法 定 受 託 事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

自然光利用型の連棟ハウス整備事業
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課長名

■ □ Ｈ29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

○ＪＡ花咲ふくい（事業実施期間　H29～H30）
・29～30年度にかけて、あわら市坂井北部丘陵地にハウス26棟を整備

○ＪＡはるえ（事業実施期間　H30～H31）
・30年度に、坂井市春江町にハウス17棟を整備

○ＪＡはるえ（事業実施期間　H30～H31）
・坂井市春江町にハウス17棟を整備 (2か年で34棟)

○ＪＡ花咲ふくい（事業実施期間　H31～H32）
・坂井市三里浜砂丘地にハウス17棟を整備 (2か年で34
棟)

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　　　　若手農業者園芸リースハウス団地の整備

　　　　　　内　　容　 ハウス団地整備、共同利用機械の導入等（２か年／箇所）
　　　　　　補 助 率　 国１／２ 県１／１０ （市町１／１０）

［受益者］ 若手農業者等 ［想定される受益者数］ 　約２０名（６～７名／箇所×３箇所）

前事業の有無・実績 市町との連携状況 　市町も県事業に連動した補助を実施

事業名

〕
政　　策  〔 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　　　若手農業者や新規就農者が周年出荷を行い、園芸産出額の拡大と農業経営の安定を図るため、ＪＡが若手農業者等にリースする園芸ハウス団地を整備する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な産業
関連する県の計画等 〔 ふくいの農業基本計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｈ31

事業主体 ＪＡ、営農集団等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国1/2、県1/10、（市町1/10） 法 定 受 託 事務 そ の 他

若手農業者園芸リースハウス整備事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志
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課長名

■ □ Ｈ29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

39,000 96,600

16,243 84,599

11,968

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(0.1)

0.1

(1)

1

□ 無

■ 有

他県の状況

　【新潟県】
　　新潟県農林水産業総合振興事業
　　　園芸用ハウス、機械整備に対する支援　等
　　　　補助率　ハウス　　4.5/10（中山間1/2）
　　　　　　　　機械リース　3/10（中山間1/3）

関連事業の有無・
役割分担

事業名 自然光利用型の連棟ハウス整備事業

（役割分担）

　　自然光を利用する大規模ハウスによる通年出荷型の大規模
　施設園芸を支援

活動指標
ハウス団地整備
（箇所）

(目標) (1)
　H32までにハウス団地3箇所（累計）

実績

成果指標
ハウス団地産出額
（億円）

(目標) (0.1)
　ハウス団地による産出額　H33 1億円

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　Ｈ２９：１か所［ＪＡ花咲ふくい（あわら市１年目）］
　Ｈ３０：２か所［ＪＡ花咲ふくい（あわら市２年目）、ＪＡはるえ（１年目）］

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 96,600

事業実施　２か所［ＪＡはるえ（２年目）、ＪＡ花咲ふくい（坂井市１年目）］２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

Ｈ31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

96,600 80,500 16,100 産地パワーアップ事業

国1/2、県1/10、（市町1/10） 法 定 受 託 事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業主体 ＪＡ、営農集団等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

若手農業者園芸リースハウス整備事業
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課長名

■ □ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
○5協議会が設立され、11経営体が実証圃を設置。
　大規模経営モデル作りにむけ、実証試験等を実施。

○H31までに福井市南部以外の11JAが参画見込み。
　７協議会が設立され、23経営体が実証圃を設置予定。

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　１　生産・販売体制の支援
　　　　対象経費　産地の生産拡大・実践の内容・販売先確保の検討、視察研修会等の経費に対する支援
　　　　補助率　  国　１０／１０
　２　大規模生産に必要な経費の支援
　　　　対象経費　種苗費、肥料費、圃場借り上げ費等生産経費に対する支援
　　　　補助率　  国　１０／１０
　３　大規模生産に必要な機械導入の支援
　　　　対象経費　定植機、収穫機、防除機等機械リース導入経費に対する支援
　　　　補助率　　国　１／２　県　１／１０
　４　排水対策の実施に必要な経費の支援
　　　　対象経費　収量や機械作業性の向上に必要な排水対策に要する経費の支援
　　　　補助率　　国　１／２　県　２／１０

［受益者］ 県内ＪＡを中心とした協議会 ［想定される受益者数］ １１ＪＡ　２３経営体

前事業の有無・実績 市町との連携状況 ・市町が協議会のメンバーとして事業に参画

事業名

〕
　　　政　　策 　 〔 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　平成３０年以降の米政策の見直しに対応し、水田での園芸生産を拡大するため、排水性の良い圃場づくりと大規模機械化栽培を実践し、儲かる経営モデルを確立
する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

　　　ビジョン 　 〔元気な産業
関連する県の計画等 〔 ふくいの農業基本計画

事業終了
予定年度
（見直し年

度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H33

事業主体 各 園芸推進協議会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 国1/2～10/10、県1/10～県2/10（市町1/10） 法 定 受 託 事 務 そ の 他

水田を活用した園芸生産拡大事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志
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課長名

■ □ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

171,163

92,906

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

（0.2）

（11）

11

■ 無

□ 有

他県の状況

【秋田県】
「園芸メガ団地育成事業」
　園芸振興をリードする大規模な園芸団地（最低販売額1億円）を整備
　し、園芸を主とする経営体を育成する。
　事業実施主体：農業者、農業者の組織する団体
　補助率：国1/2、県1/5以内、市町村1/10

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
大規模露地園芸モデル
（箇所）

(目標) （23）
H31までに大規模露地園芸モデル23箇所（累計）

実績

成果指標
大規模露地園芸産出額
（億円）

(目標) （0.2）
大規模露地園芸モデルによる産出額　H33 2.4億円

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 175,600

H30採択箇所　11カ所
H31採択箇所　12カ所（見込み）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H33

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

175,600 152,280 23,320 　園芸作物生産転換促進事業補助金

国1/2～10/10、県1/10～県2/10（市町1/10） 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業主体 各 園芸推進協議会
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度
（見直し年

度）

事業実施方法 補助 補 助 金

水田を活用した園芸生産拡大事業
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課長名

■ □ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 23,734

３０年度実績（見込み）
・若狭牛導入　　　７５頭
・高能力乳牛転換　２５頭
・施設再整備　　　　４戸

・若狭牛導入・施設再整備への支援は30年度をもって完了

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

　担い手確保活動、６次化支援、繁殖用牛等の導入や機械、施設の整備に対し支
援し、畜産農家の経営基盤強化が図られた。

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　１．高能力乳牛への転換
　　　　補助率　県１／２

［受益者］ 福井県民、畜産農家 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名 畜産経営安定化支援事業

〕
政　　策  〔 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　県産畜産物の生産・販売を拡大し収益性の高い経営を実現するため、若狭牛や高能力乳牛への転換を推進する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な産業
関連する県の計画等 〔 ふくいの農業基本計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 31

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 牛導入価格差の１／２ 法 定 受託 事務 そ の 他

若狭牛・高能力乳牛導入支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本明志
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課長名

■ □ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

0 40,459 43,209 26,672

26,805 43,209 18,525 26,672

9,748 20,487 17,941

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(500) (534) (566) (582)

624 554 576

(7,000) (7,000) (6,123) (6,197)

6,800 6,247 5,824

(100) (150) (75) (75)

34 66 40

(25) (50) (25) (25)

9 11 13

(2) (4) (4) (4)

2 8 5

■ 無

□ 有

他県の状況

　石川県　　能登牛増頭支援　　定額（１００千円／頭）

　富山県　　和牛増頭支援　　　定額（　５０千円／頭）

　滋賀県　　近江牛増頭支援　　定額（１００千円／頭）

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

施設再整備 （事業活用）
(目標) (0)

実績

活動指標 高能力乳牛導入頭数 （事業活用）
(目標) (25)

　5年間　83頭

実績

若狭牛導入頭数 （事業活用）
(目標) (0)

　4年間　215頭

実績

　37年度　800頭出荷

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

Ｈ３０：導入頭数の見直し
　若狭牛　　１５０頭→７５頭
　高能力乳牛　５０頭→２５頭

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

成果指標

福井県産牛乳生産量（ｔ）
(目標) (6,285)

　39年度　7,300ｔ生産

実績

若狭牛出荷頭数（頭）
(目標) (657)

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 2,938

・若狭牛導入・施設再整備への支援は30年度をもって完了２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

2,938 2,938

牛導入価格差の１／２ 法 定 受託 事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本明志

事業主体 市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

若狭牛・高能力乳牛導入支援事業
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課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 3,146

＜三ツ星若狭牛＞
　三ツ星若狭牛提供店舗数　　149店舗
　三ツ星若狭牛販売額　　　　3.5億円

＜福地鶏＞
・農家へのヒナ3,000羽出荷
・福地鶏の肉料理提供店舗　１５店舗
・国体・障スポ会場での福地鶏のふるまいおよびＰＲの実施

・「国体・障スポおもてなし事業」の完了
　　（H30予算額1,698千円→0千円）

・ サンプル食材店舗数等の見直し
　　（H30予算額2,048千円→600千円）

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

　２９年度実績：三ツ星若狭牛の提供店舗は１２５店舖、福地鶏たまご取扱
い店舗は４９店舗

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

【畜産ブランドの認知度向上と消費を促すためのＰＲ強化事業】
　１　お土産等にも用いられる牛、豚、鶏の加工商品の開発・販売への誘導
　２　飲食店向けのサンプル食材提供を通じた新規需要開拓
　３　イベント等で購買意欲を高めるＰＲの実施

［受益者］ 畜産農家、県民 ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名 三ツ星若狭牛ＰＲ事業、新しい地鶏振興事業

〕
政　　策  〔 ｢農｣･｢林｣･｢漁｣業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　福井県産ブランド畜産物である三ツ星若狭牛、ふくいポーク、福地鶏を広く県民に認知してもらう取り組みを行うとともに、北陸新幹線敦賀開通時の「おもてなし
食材」として飲食店等で広く扱ってもらうことで、県民への消費拡大を図り、地元に愛されるブランドとして確立を目指す。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な産業
関連する県の計画等 〔 ふくいの農業基本計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 32

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 法 定 受 託 事務 そ の 他

オール畜産物ブランドＰＲ強化事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志
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課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

3,398 3,148 1,671 3,746

3,398 3,148 1,671 3,746

3,112 2,811 1,304

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(200,000) (200,000) (310,000) (320,000)
250,000 300,000 340,000 350,000

(90,000) (90,000) (90,000)
90,000 90,000 90,000

(11,800) (24,000)
12,500 24,000

(60) (90) (125) (150)
70 93 125 149

(13) (13)
13 13

(35) (45)
49 64

■ 無

□ 有

他県の状況

能登牛販売促進ＰＲ事業（石川県）
　予算額：1,300千円　協議会への補助
　・生産出荷体制の強化
　・販売促進・ＰＲ活動の展開による認知度向上

県産畜産物ＰＲ事業（富山県）(H26～H28)　Ｈ29予算措置なし
　予算額：400千円
　・県産牛、県産豚の販売促進・ＰＲ活動の展開による認知度向上

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

平成32年度目標　15戸
実績

福地鶏取扱店舗数
(目標) (55)

平成32年度目標　60店舖
実績

活動指標

三ツ星若狭牛取扱店舗数 (目標) (175)
平成32年度目標　200店舗

実績

福地鶏農家数
(目標) (15)

平成35年度目標　1.1億円
実績

福地鶏生産額（千円）
(目標) (35,000)

平成32年度目標　43,000千円
実績

成果指標

三ツ星若狭牛生産額（千円）
(目標) (350,000)

平成32年度目標　3.8億円
実績

ふくいポーク生産額（千円） (目標) (100,000)

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

Ｈ２９
・県内飲食業界へのＰＲ費削減
・関係団体への補助金見直しによる減額

Ｈ３０
・「国体・障スポおもてなし事業」による増額

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 600

・「国体・障スポおもてなし事業」の完了（H30予算額1,698千円→  0千円）
・ サンプル食材店舗数等の見直し　　　 （H30予算額2,048千円→600千円）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

600 600

法 定 受 託 事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 農林水産部 課名 生産振興課 山本　明志

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

オール畜産物ブランドＰＲ強化事業
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